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2040年までに合計特殊出生率2.07と社会移動の均衡を目指す 
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基本目標１ 
しごとづくり と  
しごとを支える人づくり  

基本目標２ 
結婚・出産・子育ての 
希望をかなえる社会づくり  

基本目標３ 
しまねに定着、回帰・流入する 
ひとの流れづくり 

基本目標４ 
地域の特性を活かした 
安心して暮らせるしまねづくり 

【注】H31における目標値であり、〔 〕内はH26の現況値 

「子育てしやすく 活力ある 地方の先進県 しまね」を目指して 

雇用創出数 7,700人 

事業承継計画により 
後継者を確保した企業数 200社 

観光入込客数  3,400万人/年 

農業法人数 500法人 

（H27～31） 

〔3,321万人/年〕 

〔377法人〕 

（H28～31） 

しまね縁結びサポートセンター 
を通じた結婚数 

妊娠・出産・子育ての 
総合相談窓口の設置市町村数 

保育所待機児童数 
（４月１日・１０月１日） 

こっころカンパニー認定企業数 

合計特殊出生率 

150件/年 〔54件/年〕 

全市町村 

0人 

400社 

1.7 

〔3人・129人〕 

〔256社〕 

〔1.66〕 

社会減 

ＵＩターン者受入数 

高校卒業生の県内就職率 

 45％ 〔35％〕 

 84％ 〔78.2％〕 

 400人の改善 

 500人の増 （Ｈ26と比較して） 

H26▲1,300人 
H31▲ 900人 

県内高等教育機関卒業生 
の県内就職率 

「小さな拠点づくり」を進めている
公民館エリア数 

企業立地による新規雇用者計画数
（中山間地域・離島） 

病院・公立診療所の医師の充足率 

介護を要しない高齢者の割合 

150エリア 〔52エリア〕 

 1,100人 

 85％ 〔84.5％〕 

〔78.4％〕  80％ 

（H27～31） 
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（１）地域産業の振興 

• 特殊鋼メーカーや関連企業の航空機産業への参入活動支援、鋳物関連
産業への新たな技術導入、石州瓦の輸出促進など、産業集積のポテン
シャルを活かしたイノベーションの促進 

• 専門家の派遣や、人材育成、研究開発、販路拡大の支援など、企業の
挑戦を喚起する環境の整備 

• 海外に設置した支援拠点などによる、海外市場での取引拡大 

（２）企業立地の推進 

製造業に対する競争力強化施策による従業者数の増 

                   500人    （H27～31)   

製造業従業者１人当たり付加価値額    950万円〔H25:860万円〕 

新製品・サービス等の創出数            30件    （H27～31) 

ソフト系ＩＴ産業の技術者数     1,550人     〔1,249人〕 

木質バイオマス発電に関連する雇用者数   100人      〔－〕 

• 一層の雇用創出に向けた、支援対象業種の拡大による、企業立地優
遇制度の強化 

• 中山間地域等での一層の雇用創出に向け、雇用助成の上積みによる、
企業立地優遇制度の強化 

• 全国トップクラスの支援制度と、空き店舗、廃校、古民家等を活用
したＩＴ企業の立地促進 

• 国、県の優遇税制を活かした企業の地方拠点強化の取組促進 

• 過疎地域等に立地した場合の助成金加算制度などを活用した中山間
地域等への立地促進 

• 中山間地域等の雇用を維持するため、製造業のコスト競争力向上の
取組などに対して、市町村とともに支援 

企業立地による新規雇用者計画数    2,700人（H27～31) 

（うち中山間地域・離島）       1,100人（H27～31) 

 １）企業の競争力強化 

• 「しまねソフト研究開発センター」の創設、先駆的技術の開発、高度
ＩＴ人材の育成・集積の促進 

• 県外からの移住体験ツアーの実施などによるＩＴ個人事業者の中山間
地域・離島での開業支援 

• 「スモウルビー・プログラミング甲子園」など、若手ＩＴ人材育成の
推進 

 ２）新産業・新事業の創出 

 ３）ソフト系ＩＴ産業の振興 

• 県の「産業技術センター」での先端的な技術の研究・開発と、県内企
業への技術移転の促進 

• 医療・福祉・農商工・ＩＴ等多様な分野の連携による、地域資源を活
かした「ヘルスケアビジネス」の創出 

 ４）中小企業の振興 

 ５）再生可能エネルギー導入の推進 

• 木質バイオマス発電燃料の供給体制整備や、未利用林地残材の活用
推進 

• 未活用の農業用水路等を利用した小規模な水力発電、マイクロ水力
発電の導入促進 

• 水素エネルギー関連産業の振興に向けたエネファームの導入推進 

• 後継者不足で廃業とならないよう、事業承継に向けた経営革新の取組
などへの支援強化 

• 経営革新計画を策定し、新商品開発等の事業活動に取り組む企業への
総合的支援 

• 中小商業者への開業や事業承継に向けた店舗改修費などへの支援を通
じた、買い物不便対策・地域商業維持 



１ しごとづくり と しごとを支えるひとづくり②  

4 

観光消費額       1,450億円 〔1,367億円〕 

宿泊客数         375万人  〔369万人〕 

観光満足度           70％     〔57％〕 

石見神楽定期公演鑑賞者数   2万人   〔1.7万人〕 

隠岐入島客数         14万人 〔12.6万人〕 

都道府県魅力度ランキング    20位       〔26位〕 

外国人宿泊客数        8万人        〔3万人〕 

（３）観光の振興 

 １）地域資源の活用 

 ２）誘客宣伝活動の強化～「ご縁の国しまね」～ 

 ４）広域連携による誘客 

• 市町村との連携による、松江城、出雲大社、石見銀山、石見神楽、
津和野、たたら製鉄、隠岐世界ジオパークなど地域資源を活かした
観光商品づくり 

• 鳥取県と連携した日本版ＤＭＯ（地域での官民一体による観光地と
地域資源の一体的なブランド開発）の設置の検討 

• 若者に人気のEXILEを県内３圏域ごとに起用した観光ＰＲ 

 ３）外国人観光客の誘客 
• アジア地域等を対象に、他県と連携した旅行博への出展、市町村と
連携した旅行会社の招請などによる旅行商品造成 

• 中国５県との連携による、海外での現地プロモーションや、海外メ
ディアや旅行会社の招聘の推進 

• 広島・愛媛と連携した、中国やまなみ街道・しまなみ海道、瀬戸内
海運を通じた広域周遊観光の推進 

• 鳥取・岡山、JR西日本などと連携した、JR伯備線、岡山道・米子道
を利用した広域周遊観光の推進 

• 米子・ソウル便、境港・東海・ウラジオストック航路などを活用し
た外国人観光客の誘客やクルーズ客船の誘致推進 
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（４）農林水産業の振興 

• モデル的な取組の普及などによる、米や畜産、園芸の中核的な経営
体の育成 

• 売れる米づくりや水田フル活用の推進、有機農業の取組拡大 

• 低コスト生産や共同子牛育成施設の整備など畜産の取組推進 

（５）雇用対策 

 １）農畜産業の振興 

 ２）林業・木材産業の振興 
• 原木増産、木質バイオマス安定供給、伐採跡地の再植林の推進 

• 木材業界と連携した高品質・高付加価値の木材製品の製造促進 

 ４）６次産業・地産地消の推進 
• 異業種マッチングなど事業者等へのサポート体制の強化 

• 多様な事業者が連携して取り組む６次産業化への支援 

 ５）人材の確保・育成 
• 就業相談会、技術研修など、就業後まで、きめ細やかな支援による
農林漁業就業者の確保・育成 

 １）人材の確保 

 ２）人材の育成・定着 

• 産学官連携組織の充実による学校と地元企業との連携強化による
地域産業を担う人材の確保 

• 若年者、中高年齢者、障がい者、ニート等若年無業者など幅広い
求職者に対するきめ細かい就職支援 

• 都市部の高度技術・技能を有する産業人材の移転を促進する取組
の強化 

• 県外の大学との就職支援協定の締結や「しまね学生登録」の推進
など、県外へ転出した若者の県内就職の促進 

• 建設業、製造業、医療・福祉など人材不足分野や、IT産業、観光
産業など成長産業に対応した人材の育成 

• 人材育成・定着に向けた企業の取組への支援の強化 

 ３）水産業の振興 
• 漁獲物の高鮮度化などの構造改革の取組による底びき網漁業など、
基幹漁業の経営維持・安定化 

• 漁獲物のブランド化など、地域の実情に応じた所得向上の取組支援 

主食用米の契約的取引率                65％       〔32％〕 

有機農業・特別栽培農産物の栽培面積     3,780ha  〔2,302ha〕 

和牛子牛生産頭数              7,000頭 〔6,686頭〕 

原木生産量                 64万㎥  〔41万㎥〕 

県外への木材製品出荷量            1.5万㎥ 〔1.1万㎥〕 

年間漁業生産額300万円以上の自営漁業者数   250人    〔232人〕 

６次産業化支援による新規雇用者数       100人      〔32人〕 

農林漁業の新規就業者数           1,400人 〔1,254人〕 

（６）産業振興に必要な社会資本整備等 

• 県内３空港の航空路線の維持・充実に向けての周辺自治体や利用
促進協議会と協力した利用促進 

県内高校の進学予定者の学生登録割合    100%  〔53.0%〕 

プロフェッショナル人材確保支援実施件数  150件（H27～31） 

新卒者の就職後３年後の定着率（高校卒業者）  70％  〔57.7%〕 

              （大学卒業者）  70%  〔61.6%〕 

人材育成・定着に取り組む支援企業数      75社（H27～31） 

 １）高速道路等の整備促進 

• 高速道路のミッシングリンク早期解消に向けた取組 

 ２）航空路線の維持・充実 
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（２）妊娠・出産・子育てへの切れ目ない支援 

（３）仕事と子育ての両立支援 

（４）女性の活躍推進 

• 未婚・晩婚化に対する理解や関心を高めるための啓発の推進 

• 市町村や民間企業等と連携した出会いの場の創出 

• 結婚ボランティア「はっぴぃこーでぃねーたー（はぴこ）」の増員 

• 「しまね縁結びサポートセンター」の県内２箇所への設置 

• 若い子育て世帯等の経済的負担を軽減するため、一定所得以下の
世帯について３歳未満の第１子・第２子に係る保育料を軽減する
市町村への支援制度の創設 

• 未婚・晩婚化対策、安心して出産できる体制や子育て環境の整備
など、市町村が地域の実情に応じて行う少子化対策への支援制度
の創設 

• 年間を通じて保育所の待機児童ゼロを目指す取組への支援強化 

• 放課後児童クラブの施設整備への支援強化 

• 病児保育の実施箇所数を拡大するため、施設整備への支援強化 

• 出産や育児による離職を減らし、出産後も仕事を続けることができる
よう、小規模事業者等に向けた奨励制度の創設 

• 「しまね子育て応援企業（こっころカンパニー）事業」による、企業
における子育て支援の取組の推進 

• 部下の子育てを積極的に応援・マネジメントする管理職（イクボス）
の拡大 

• ワーク・ライフ・バランスの実現に積極的に取り組む企業の事例紹介
など、地域の優良モデルの取組の全県への拡大 

• 男性の積極的な育児参加（イクメン）の促進 

しまね縁結びサポートセンターの登録者数 1,500人        〔－〕 

メールマガジン「恋みくじ」の登録者数  4,500人〔2,919人〕 

出会いイベント等の実施回数        100回     〔65回〕 

結婚ボランティア「はぴこ」の登録者数   300人   〔150人〕 

全戸訪問による産後の母親支援の実施市町村数 

                     全市町村〔７市町村〕 

妊娠初期からの妊娠届出率          91％   〔87.6％〕 

こっころ協賛店舗数          2,500店 〔2,354店〕 

赤ちゃんほっとルーム登録数      400か所 〔294か所〕 

• 社会的慣行の見直しや意識改革についての啓発・広報活動 

• 地域の担い手となる女性人材の育成、女性の相互交流によるネット
ワークづくり 

• しまね女性ファンドによる、魅力ある地域づくりや男女共同参画社
会づくりなどに取り組む女性たちの活動の支援 

• 女性リーダーの育成や働きやすい環境の整備などに取り組む企業の
支援 

（１）結婚支援の充実 

固定的な性別役割分担意識にとらわれない人の割合 

                         80％  〔73.4％〕 

しまね女性ファンドを活用した新規活動件数   140件（H27～31） 

こっころカンパニー認定企業数       400社〔256社〕 
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（２）地域を担うひとづくり 

（３）県内高等教育機関等との連携 

• 若者の県内定着に向けた、行政機関、県内高等教育機関、企業等との
連携の推進 

• 大学生等の県内回帰・定着を図るための奨学金制度の拡充等の検討 

• 県立大学が行う研究活動の充実や人材育成の取組への支援、県立大学
の４年制化 

島根ふるさと情報登録事業の登録者数   3,000人 〔908人〕 

ＵＩターン希望者のための無料職業紹介による就職決定者数 

                     210人 〔181人〕 

しまね田舎ツーリズムの体験施設数    350施設〔281施設〕 

• 小中学校で行っている「ふるさと教育」を就学前の子どもや高校生・
大人まで拡大 

• 「高校の魅力化・活性化」の取組支援、高校を核とした地域の活性化 

• 県立高校の県外入学生上限枠撤廃の対象校の拡大 

• 地元企業等と連携した課題研究や県内の企業見学・インターンシップ 

• 地域における様々な課題の解決に取り組む県民・企業・NPOなど多様
な主体による活動の推進 

地域や社会で起こっている問題や出来事に関心を示す生徒の割合 

                      65％〔55.2％〕 

県立高校への県外からの入学者数       200人 〔135人〕 

県立高校生の県内就職率           85％  〔79.2％〕 

私立高校生・私立専修学校生の県内就職率   76％   〔71％〕  

県内高等教育機関から県内企業へのインターンシップ参加者数 

                      473人〔343人〕 

（１）移住・定住の推進 

• ＵＩターン希望者に対するポータルサイト「くらしまねっと」の充実
による新しくきめ細やかな情報の発信 

• 都市圏への定住アドバイザーの配置と「しまねＵＩターンフェア」や
相談会等の開催 

• 都市圏における、島根で起業を考える人材を対象とした専門セミナー
等の開催 

• 農林漁業や伝統工芸、地域づくり活動等の体験先のマッチング、体験
中のサポート、滞在費の助成 

• 就業相談や企業体験事業などを通じたＵＩターン希望者の円滑な就職
の支援 

• 空き家バンクの充実、空き家情報の提供の強化 

• 各市町村における定住支援員の配置支援 

• 島根の魅力を再発見したり交流等を促進する｢しまね田舎ツーリズム｣
の推進 

• 移住・定住の推進に向けた地域の魅力づくりの一環としての、魅力的
な教育環境づくりや地域づくり活動への支援 

 １）連携強化による総合的な移住・定住支援 

 ２）新たな人の流れづくりへの対応 

• 国等の研究機関・研修所等の県内への移転に向けた取組 

• 日本版ＣＣＲＣ構想など高齢者の移住についての検討 
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（１）中山間地域・離島対策 

 １）住民主体の取組みの推進 

 ２）生活機能の確保 

 ３）生活交通の確保 

 ４）地域産業の振興 

 ５）農業・森林・漁業・農山漁村の多面的機能の維持・発揮 

• 住民主体の取組のコーディネートや、地域リーダーの活動をサポート
する人材の配置の大幅な拡大 

• 公民館における学び合い・人づくりの取組を通じた、地域課題の解決
に向けた機運の醸成 

• 買い物など日常生活に必要な機能・サービスを、基幹集落への集約化
により維持・強化を図る「小さな拠点づくり」の推進 

• 多機能な生活サービスの運営主体となる地域運営組織等の取組の支援 

• 交通弱者の移動手段を確保し、基幹集落に集約された機能・サービス
が利用できるよう、交通ネットワーク再構築の取組の支援 

• 隠岐航路の運航支援の継続と、運賃低廉化の実現に向けた国への強い
働きかけ 

• 中山間地域等での一層の雇用創出に向け、雇用助成の上積みによる、
企業立地優遇制度の強化 

• 県外からの移住体験ツアーの実施などによるＩＴ個人事業主の中山間
地域・離島での開業支援 

• 地域資源を活かしたコミュニティビジネスの事業化支援 

• 隠岐世界ジオパークの一層の活用に向け、隠岐の町村などと取組推進 

• 日本型直接支払制度や集落営農組織による地域貢献活動への支援など、
集落・地域の主体的な取組への支援推進 

機能・サービスの集約化に取り組む公民館エリア数    50エリア 

交通弱者の移動手段の確保に取り組む公民館エリア数 70エリア 

地域資源を活かした特産品開発に取り組む事業者数    15事業者 

（いずれもH27～31) 

（３）健康で安心して暮らせる地域づくり 

（２）地方都市を核とした圏域の機能確保 

• 「中海・宍道湖・大山圏域市長会」など、地域の実情に応じた地域
連携支援制度の実現に向けた国への働きかけや、市町村の広域連携
への取組への支援の推進 

 １）地域医療の確保 

• 島根大学、鳥取大学やしまね地域医療支援センターと連携した医師
確保対策の推進 

• 効率的な医療提供体制の整備に向けた病床機能の分化・連携の促進、
在宅医療の推進 

• 広域的な医療連携体制の確保・充実、医療機関相互及び患者をとり
まくケア関係者の連携体制の充実・促進 

• 中山間地域や離島などにおける救急医療体制の維持、診療所機能の
維持を図る市町村の支援 

 ２）高齢者福祉の推進 
• 市町村の介護予防強化に向けた取組への支援 

• 地域の実情に応じた、市町村による在宅医療と介護サービスの連携
体制の構築支援と介護職員の確保 

• 認知症に関する、市町村の医療・介護連携に向けた取組への支援の
強化 

県の支援を通じた県内の研修・勤務医師数  175人 〔105人〕 

訪問看護師数               380人 〔283人〕 

生涯現役証交付者数            600人 〔262人〕 

介護職員数               15,600人 

                                                           〔H25:13,517人〕 

• 公民館エリア（旧小学校区）を基本とし、住民主体の議論を通じて地
域運営（生活機能、生活交通、地域産業）の仕組みづくり（小さな拠
点づくり）に取り組む 


